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株式会社ＴＯＮＫに対する 

行政処分について 

 

１． 株式会社ＴＯＮＫ（以下「当社」という。）に対し、金融商品取引法（昭

和 23 年法律第 25 号。以下「法」という。）第 56 条の 2 第 1 項に基づく報

告等を求めたところ、以下の事実が判明した。 

 

⑴ 財産の状況に照らし支払不能に陥るおそれ 

   平成 21 年 9月 10 日現在、当社は約 430 万円の債務超過の状態にあるが、

具体的な解消策が策定されていない。 

上記の状況は、金融商品取引業者に対する監督上の処分を求めることがで

きる法第 52 条第 1 項第 7 号（業務又は財産の状況に照らし支払不能に陥る

おそれがあるとき）に該当するものと認められる。 

 

 ⑵ 検査忌避行為 

   当社代表取締役社長（以下「社長」という。）は、当局監視官部門が実施

した検査において、現金残高が帳簿残高より約 7 百万円不足していたが、

現金があることを装うとともに、検査官に虚偽の供述を繰り返し、検査の

実効性に影響を与えた。 

当社社長の上記の行為は、法第 198 条の 6 第 11 号に規定する「検査を忌

避した」行為に該当し、法第 52 条第 1 項第 6 号（法令に違反したとき）に

該当するものと認められる。 

 

 ⑶ 虚偽報告 

  ① 当社社長は、当局が発出した報告徴求命令に基づく報告において、現

金残高が帳簿残高より約 2千 6百万円不足していたが、2カ月にわたり虚

偽の報告を行っていた。 

  ② 当社社長は、当局が発出した業務改善命令に基づく報告において、顧

客財産を区分管理していた預金を一般債権者に差し押さえられたことに

より、区分管理不足が生じたにもかかわらず、その事実を隠し、顧客財

産の保全が図られている旨の虚偽の報告を行っていた。 

当社社長の上記の行為は、法第 198 条の 6 第 10 号に規定する「虚偽の

報告の提出をした」行為に該当し、法第 52 条第 1 項第 6 号（法令に違反



したとき）に該当するものと認められる。 

 

２．以上のことから、法第 52 条第 1項第 6号及び第 7号の規定に基づき、当社

の金融商品取引業の登録（東海財務局長（金商）第 28 号）を取り消す。 

 

 

 

連絡・問い合わせ先 

東海財務局 理財部 金融監督第３課 

０５２－９５１－２４９８（直通） 

 


